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教育と評価

１９９０年代半ばから個別に FD活動に取り組む

大学が散見され始め、その後、FDの「成果」

を公開することが迫られるようになった。そし

て現在、FD活動は義務化され、必然的に学生

による授業評価を実施しなければならなくなっ

たという時代を迎えている。まさに激変という

べきこの業界の変容である。高等教育機関には

文部科学省からダイレクトに政令・省令が通知

され、その中には様々な申請業務との絡みも

あって、否応なく受忍せねばならない事柄が

多々みられる。筆者の研究の関心は教育活動や

学校経営活動を対象とした第三者による評価の

システムはどうあらねばならないのかというこ

とを、イギリスの事例を鏡として歴史的・実証

的に明らかにすることにある。主として初等・

中等学校教育を射程とした学校評価システムの

検証であり、直接には FDといった大学におけ

る教育活動の評価システムを研究対象としてい

るわけではない。ただ、現状を概観すると、い

ずれの場合にも「評価をすること」が改善を産

出することになかなかつながらずに、評価行為

そのものが目的と化しているところに大きな問

題が潜んでいるといえる。改善に結びつく評価

にはいったいどのような条件が必要なのであろ

うか。以下、我が国の動向も汲みながら、イギ

リスの学校評価の特徴を紹介したいと思う。

評価システムの変容

何を対象とするにしても、公正な評価活動に

は主観や観念をいったん留保し、客観的かつ実

証的に進めなければならないことが前提となる。

我が国における学校評価はながらく「自己点

検・評価」の枠内でとらえられてきた。すなわ

ち学校自身が評価の対象であるとともに評価の

主体であったわけである。つまり、我が身を振

り返ろう、ということである。ところが、２００５

年の中教審答申「義務教育の構造改革」で市町

村と学校の権限と責任を拡大する分権改革が図

られると同時に、教育の成果を検証して義務教

育の質を保証しようとする構造改革が求められ

た。学校の内部だけに閉じるのではなく、外に

も開かれた評価システムの構築が指向されたの

である。そのツールとしての学力調査と並び学

校評価がより重視されることとなった。同時期

には自民党義務教育特別委員会報告において

「イギリスの学校評価制度を参考にし、国が学

校を巡回して管理運営や教育活動の評価、指導

助言を与える制度」が提言され、政府規制改革・

民間開放推進会議答申においても「ユーザー本

位の教育」を実現すべきであり、児童生徒・保

護者による評価の実施と結果の公表が求められ、

それらの改革は不可避のものとなっていった。

この流れは一気に加速し、「教育再生」を謳っ

た当時の安倍内閣は教員免許更新制度の導入や、

学校を外部評価にさらし、その結果を教員の処

遇にまで反映させようとする政策意図を明確に

打ち出していた。こうした流れは福田内閣のも

とでゆるやかになっているとはいえ、２００６年３

月に公表された「学校評価ガイドライン」とそ
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の改訂版（２００８年１月）に基づいて自己評価、

学校関係者評価、第三者評価が実質的に動き出

している。これらは評価項目や指標に示した状

況について学校がどのように取り組んできたの

かを把握することを主眼としており、「学校の

現状が法令に定められた各種の基準等に適合し

ているかどうかを専門的見地から監査するもの

ではない」としてまさにイギリス型の学校査察

（inspection）が指向されているのである。

イギリスにおける第三者による学校評価

では「イギリス型」の学校評価システムとは

いったいどのような特色があるのだろうか。イ

ギリスの学校評価と言う場合、１８３９年に設置さ

れ今日まで１７０年近くの伝統を持つ視学官の制

度を抜きには語れない。当初は学校への補助金

の使途を監督するために創設されたものであっ

たが、次第に教育的指導助言機能を備えながら、

学校訪問を通してより良い実践の普及に大きな

役割を果たし、現在もなおイギリス教育制度の

望ましい伝統のひとつとして継承されている。

現在のシステムは１９９２年に創設された教育水準

局（Office for Standards in Education）に置かれ

る視学官が２００５年教育法に基づいて活動するこ

とを基本としている。かれらは中央省庁から独

立した立場でおおむね３～４年毎にすべての学

校を評価する任務にあたる専門職として位置づ

けられている。具体的には�視学官チームによ
る学校自己評価報告書等に関する予備調査、�
実際の学校訪問、�報告書の作成、�学校によ
る改善計画の作成といったプロセスにまとめら

れる。今日では「短期かつ焦点をしぼった訪問」

が査察方針として打ち出され、視学官チームの

学校滞在は２日間のみである。やはり費用負担

がネックになっている指摘もある。ちなみに日

本の試行事業をみてみると３～４名のチームが

２～３日滞在することで１校あたり数十万円の

費用がかかっている。幼稚園を含め全国４万校

を超える学校を対象にすると、めまいがするよ

うな予算計上が必要となる。

さておき、イギリスのこうしたシステムは学

校側からもおおむね高い評価を受けている。学

校訪問の日時が直前にしか知らされない不意打

ちモデル（snapshot model）が意外にも好評で

あるほか、評価結果に対する不服申し立ての制

度もあるため、以前に見られたストレスはほぼ

解消されているといえる。しかし、日本風に考

えれば不意をついた学校訪問でしっかり把握で

きるのかという疑問がつきまとう。この点につ

いては学校が年１回の更新を義務付けられてい

る自己評価報告書が極めて詳細に用意されてお

り、査察チームは事前にそれを十分に読み込ん

だうえで学校訪問に臨むわけだ。このような状

況を踏まえると、評価者に寄せる信頼度が格段

に高いことがわかる。つまり、不服は評価者に

対してではなく、評価結果に向けてのものであ

るのである。

以上のように評価伝統や学校風土が相当に異

なっているために、イギリス型モデルの直接の

輸入は不可能だろう。筆者らが参画してきた第

三者による学校評価事業は、幸いにも受け入れ

てくれた学校には好評である。日本の学校風土

にあうようにアレンジし、双方が良かったと思

えるような評価システムの構築が急がれる時代

になった。冒頭に触れた FD活動についてもそ

れが学生と教員双方のためになるものでなけれ

ば徒労に終わりがちだ。そのためには、例えば

授業や窓口指導にあたる教職員の評価者、つま

り学生を信頼し、その結果を受忍する態度が

我々に求められると言えなくもない。クレー

マーも想定しつつ、柔軟な思考や適応力とあわ

せて打たれ強さを身に付けなければならなく

なったという時代にもなった、ということだろ

うか。
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日本における死因究明制度の現状と問題点：

法医学の立場から

医学部法医学教授 久 保 真 一

１．はじめに

現在、診療関連死の問題、犯罪死の見逃しの

問題が社会の注目を集めている。そこで本稿で

は、日本における死因究明体制の現状と問題点

を整理するとともに、死因究明制度の在り方に

ついて考える。

２．死因究明制度の現状

現在の日本の死因究明（解剖）体制の概要を

述べる。変死体、異状死体の連絡がはいると、

警察官が『検視』し、犯罪性が疑われる場合（司

法検視）には、法医学教室に嘱託し、『司法解

剖』を実施する。また、警察官による検視の結

果、事件・事故は疑われないが、死因がわから

ない場合（行政検視）には、監察医制度のある

地域（東京都２３区、横浜市、名古屋市、大阪市、

神戸市）では、監察医による検案・解剖が実施

される。しかし、日本のほとんどの地域におい

ては解剖なしで死因を決定しているのが現状で

ある。

このように現在の制度は、正しい死因を決定

するには程遠いのが現状である。

３．医師による検案について

医師が、死者を診察し死因を診断する行為を

『（死体）検案』という。検案においては、医

師の診療領域の知識、一般的医学知識に加え、

死体を診る（検案）ための専門知識が必要とな

る。現在、日本法医学会は、学会員のうち一定

の資格を満たし、試験に合格した医師に「死体

検案認定医」を認めている。日本警察医会にお

いても学術集会を開催し、検案の専門知識の習

得を図っている。また、厚生労働省は、日本医

師会を通じて参加を呼びかけ、国立保健医療科

学院で「死体検案研修会」を開催している。

このように医師に対する検案に必要な専門知

識の獲得の機会は設けられているが、専門知識

を有する医師は少ないのが現状である。今後は、

より多くの医師にその機会を利用してもらうた

めにも、国立保健医療科学院における「死体検

案研修会」のように、診療科目、所属学会に関

係なく参加できる、国による研修制度の拡大、

普及が重要と考える。

４．警察官による検視について

「人が死んでいる」との市民から通報、医師

からの異状死の届出（医師法第２１条）があると、

警察官は、検視により死因、死後の経過時間、

損傷の有無などの確認を行う。検視の目的の第

一は、犯罪、事件や事故の可能性を見極めるこ

とにある（司法検視）。現在、警視庁・道府県

警本部には、検視を担当する刑事調査官（検視

官）が配置されており、発生した変死・異状死

について、担当する所轄警察署に対し指示・指

導を行うとともに、状況に応じて自ら出動し検

視を行い判断している。刑事調査官（検視官）

は、警察庁警察大学校において法医学研究専科

研修（約３ヵ月間）を受けている。一方、都道
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府県単位での警察官の検視に係わる知識・技術

の習得については、各管区・警察本部が警察学

校における「検視専科」などの研修（約２週間）

を実施している。

しかし、現状では、最初にご遺体に接する所

轄警察官が研修を修了した者とは限らない場合

もある。また、検視官（刑事調査官）について

も全ての異状死体の検視を担当できていない。

ここに検視体制の問題点がある。異状死体の全

例を検視官（刑事調査官）が検視する体制と最

初にご遺体と対面する所轄警察署員についても、

検視専科の修了者を当てる体制が基本と考える。

そのためには、検視担当者の増員が不可欠であ

る。

また、検視の装備の充実を図る必要がある。

感染防御対策、検視器具の整備、各種検査の試

料（血液・尿）の採取と諸検査の実施に係わる

経費、さらには各種診断機器（X線撮影装置、

超音波診断装置、CTスキャン）の導入が必要

と考える。

５．解剖検査体制（司法解剖・行政（監察医）

解剖・承諾解剖・病理解剖）について

現在、わが国では毎年約１０８万人の方が死亡

している。そのほとんどが傷病で病院において

亡くなっている。一方、約１５万人は、変死、異

状死として警察官の検視、医師による検案の対

象となっている。法医解剖の対象となっている

のは、このうち約１０％弱の１万５千人に過ぎな

い。

司法解剖は、所轄警察署長による「鑑定嘱託

書」と裁判所による「鑑定処分許可状」のもと

で実施されている。警察庁の発表によると、解

剖鑑定を嘱託している人数は、約１３０名（ほと

んどが大学法医学教室の医師）とされている。

従って、剖検医１名あたりの平均剖検体数は、

年間１１５体ということになる。この剖検数は、

剖検医にとって限界とも考えられる。

一方で、そもそも異状死のうち司法解剖され

ていない１３万余のご遺体や異状死でない９０万人

のご遺体については、犯罪、事件の究明を目的

とする司法解剖ではなく、死因究明を目的とし

た検案と剖検の体制（保健行政としての）を考

える必要がある。この点において、わが国には

一部地域を除きその制度すら存在しない。この

点を整備するには、具体的には、都道府県を単

位とした、死因調査制度（仮称）を制定し、施

設（解剖・各種検査設備、CTなどの画像撮影

設備など）、人員（医師、解剖補助職員、検査

職員、事務職員）、予算（人件費と解剖を実施

するに必要な予算、検査実施に必要な予算）の

全てをそろえた検案・剖検体制の構築が必要で

ある。最も重要なのは、これらの予算は国家予

算とすることである。地方自治体の予算とする

ことは、現状の監察医制度がすでに地域格差を

生じている以上、新たな地域格差を生じかねな

い。財政基盤が弱い自治体では、死んでも死因

が判らないことになりかねないからである。

６．さいごに

現状の検視・検案体制では、社会の要望に答

えることは限界がある。速やかな体制の充実が

なされないと日本の検視・検案体制は社会の要

望に答えるどころか、一層の批判にさらされる

ことになる。その結果は、国民に不利益を与え

ることになる。現場で検視を担当している警察

官、剖検を担当している法医学者は、これから

も責務を果たすべく努力はするであろう。その

努力が続く間に新たな体制ができることを祈る

ばかりである。
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